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 ２０１０年度千代田区予算案に対する区職労コメント 

       ２０１０年３月 

       千代田区職労執行委員会 

 

 2010年度千代田区予算案が、２月に提示された。 

 区職労は、その予算案に対しての問題点等を以下のように指摘する。 

１、２０１０年度区予算案全体の特徴 

 千代田区の２０１０年度予算案の特徴は、次の通りである。 

①２０１０年度予算編成は、区民生活の安心と安全を支え、地域の絆づくりを通じて、将来への

希望が持てるようにするための予算としている。 

 

②全会計の予算規模は５３７億２０百万円で、前年度対比で４０億５４百万円、７．０％の減と

なっている。 

 一般会計は、４４４億３千万円、前年度対比で４１億３２百万円、８．５％の減となっている。

これは、５年ぶりのマイナス予算である。 

 国保事業会計は、４３億９２百万円、前年度対比２億５７百万円、５．５％の減となっている。 

 老人保健特別会計は、４０百万円、前年度対比９百万円、１７．７％の減となっている。 

 介護保険特別会計は、３４億４百万円、前年度対比１億６３百万円、５．０の増となっている。 

 後期高齢者医療特別会計は、１４億５１百万円、前年度対比１億８１百万円、１４．２％増と

なっている。 

 

③歳入では、大きな特徴が特別区税で１３．３％の減、前年度対比２０億２９百万円を見込んで

いる。そのうち、特別区民税は、納税義務者数の増があるものの景気の影響で２０億４９百万円、

１６．７％の減を見込んでいる。 

 

④目的別歳出では、総務費は、総合住民サービスシステムの構築で４億１７百万円、退職手当の

増などにより前年度対比で９億８４百万円、１７．５％の増となっている。 

 区民生活費は、江戸天下祭り２億円、ちよだアートスクエア開設２億４百万円などの減、新日

比谷図書館整備費４億円の増で、前年度対比３９百万円の減となっている。 

 保健福祉費は、障害者福祉センター整備費７億８６百万円、新保健所施設整備費７億９２百万

円、麹町地域高齢者施設整備費4億４５百万円などの減で、前年度対比２０億３９百万円、２２．

２％の減となっている。 

 まちづくり推進費は、市街地再開発事業推進２８億３百万円、電線類地中化の推進２億４４百

万円、橋梁の整備１億３９百万円などの減で、前年度対比３３億６５百万円、３５．８％の減と

なっている。 

 環境安全費は、清掃一部事務組合分担金３億３１百万円の増で、前年度対比で３億２百万円、

８．０％の増となっている。 
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 こども・教育費は、子ども手当創設４億２８百万円の増、富士見こども施設整備１７億８２百

万円の減などにより、前年度対比で９億５７百万円、８．９％の増となっている。 

 

⑤性質別歳出では、義務的経費が前年度対比４億２５百万円、２．４％増となっている。 

 人件費は、退職手当の増で、前年度対比で４８百万円、０．４の増となっている。 

 扶助費は、子ども手当の増などにより、前年度対比で３億７７百万円、１０．１％の増となっ

ている。 

 一般行政費の物件費は、総合住民サービスシステムの構築、障害者福祉センターの運営などで

前年度対比で９億９百万円、８．０％の増となっている。 

 投資的経費では、新保健所施設整備、障害者福祉センター整備などの減で、前年度対比６３億

６９百万円、５７．９％の大幅減となっている。 

 

⑥経常収支比率は、特別区民税の減などにより９０．５％、昨年度よ１１．１ポイントアップし

ている。千代田区は条例で経常収支比率について、８５％程度と定めている。 

 

⑦人件費比率は、職員数の削減で、２９．２％となり、前年度対比で２．５ポイントアップとな

っている。一般職員数は、１０００人をさらに割り込み９４６人の見込みである。 

 

２、2010年区予算案に対する区職労コメント 

（１）一般会計歳出の問題点について 

一般会計の歳出についての問題点を以下のように指摘する。 

区民生活費 

①図書館運営費について、その指定管理料は、３億７５４８万円で、２１年度予算より２３８９

万円は、多くなっている。 

 指定管理での図書館運営については、①蔵書に対する利用者の不満が多い、②公共図書館では

あってはならないことだが、利用者を指定管理者が選別し始めている、③有料化を前提に運営さ

れている、④職員の入れ替わりが多く、職員の経験蓄積が十分でない、などの問題点が指摘され

ている。 

 新日比谷図書館開設準備では、昨年度とほぼ同額の７８３７万円、施設整備では、４億３６万

円を計上している。図書館は、文化ミュージアムを併設し、平成２３年の夏に開設する予定であ

る。旧都立日比谷図書館の伝統を継承・発展させるとしているが、現千代田図書館の問題点を改

善し、生かしていくことが利用者の声を幅広く拾い、かつ公共図書館の役割を改めて確認するこ

とにつながると考える。 

 

②昨年度、江戸天下祭に２億円支出したが、反対もあり途中で中止し、今年度は計上していない。 

 

③区民から他の財源にまわしてほしいという意見が出ている地域コミュニティ活性化事業は、各

町会のイベント事業として毎年続けられているが、使用目的がかなりあいまいで税金の使い方に
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は問題があるとの指摘がある。今年度予算は、３２３５万円である。発足時からの支出総額は、

何と３億１０５９万円になる。区民の目線に立って、江戸天下祭りと同様に、地域コミュニティ

活性化事業の見直しを検討すべきと考える。 

 また、これまでまちみらい千代田で行っていた比較的小規模の納涼祭り、持ちつき大会等の経

費助成として１５００万円計上された。その名称は、コミュニティ活動事業助成であるが、地域

コミュニティ活性化事業とどう違うのか整理が必要ではないか。 

 

④コールセンター委託で昨年度５２６０万円が計上されていたが、今回、予算説明書には記載が

ない。あるのは、総合窓口の運営として、９８４３万円計上である。調べてみるとサービスマネ

ージャー業務委託料は３８９８万円、コールセンター運営業務委託料は４８６９万円となってい

る。業務委託料が昨年と比べで下がっているものの、コールセンターは職員が変わっており、経

験不足で、各課からの苦情は相変わらず多い。区民サービス上の問題もあるので、改善が求めら

れる。 

 

保健福祉費 

⑤障害者福祉センターが２２年１月に開設した。整備費、建設費、借地権利金支出やそれ以前の

支出と合わせると１７億３６７万円にもなっている。千代田区所有の敷地で建設すればこんなに

はかからなかったのではないかと指摘してきた。 

今年度予算は、指定管理料、土地賃借料などで２億９８５５万円である。 

 

まちづくり推進費 

⑥市街地再開発事業の２２年度予算は、８億６１００万円と１０億円をきった。そのうち、区の

一般財源支出は約３億７０００万円で、残りは国と都の補助金である。昨年の区補助金１６億円

から４分の１になってはいるが、多い支出といえる。 

 従来住んでいた住民が追い出され、高額所得者しか入れないような住宅建設に税金をつぎ込む

ことの是非が検討されなければならないと考える。また、計画にあたって、地域コミュニティを

壊さないために、近隣にも配慮した計画のプロセスがとても重要になっていると考える。 

 

⑦予算の重点で生活環境の改善が挙げられているが、区民にとっては、身近な居住環境や景観を

守り、住民を追い出さないでほしいという要望に強いものがある。地区計画を拡大する方針だけ

では、難しいものがある。新住民が入ってきているものの、これまで長年住んでいた住民は減っ

ている。長年住んでいる住民を追い出さないための居住環境をどう守っていくかが課題であり、

居住保障や大規模建設行為に関わる事前協議制度の導入などを掲げたまちづくり条例が必要な時

期にきていると考える。 

 

環境安全費 

⑧地球温暖化対策の２２年度予算は、１億１３２３万円となっており、環境モデル都市として、

「地球温暖化対策地域推進計画」を策定し、区民、事業者、行政が一体となって対策に取り組む

としている。２０２０年までに区全体でＣＯ２の排出量を１９９０年比で２５％削減すると条例
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で目標も定めている。区内で排出されるＣＯ２の多くは、大規模ビル建設・事業所の影響といえ

る。この点での規制、協力を得ることが特に必要となっている。これに対し家庭での対応も必要

であるが、ことさらに強調し細かくエネルギー使用の抑制を言うことは、本末転倒であるといわ

ざるを得ない。 

 

⑨千代田区全域が路上禁煙地区となった。現在、警察ＯＢなどの非常勤職員で毎日パトロールを

し、過料を徴収している。過料処分は、平成１８年度の１０７９９件から２０年度７１４６件と

大きく減ってはいる。非常勤職員の予算は、９２７４万で、他の非常勤よりは賃金がよい。吸う

人、吸わない人との「共生」の考え方で対応しているが、そうであるならば、過料というかたち

での対応ではなく、説得というかたちでの対応が望ましいと考える。方針転換の時期といる。 

 

こども・教育費 

⑩昨年度、麹町保育園の新園舎整備では、解体、基本設計費用などで５６９２万円を計上してい

る。２２年度も旧園舎の解体工事で４０００万円を計上している。施設建設について、区と近隣

住民、保護者等で協議をするとしていますが、民営化問題についての協議はどうなっているのだ

ろうか。これまでも、保護者や区職労の納得を得ているのものではない。また、協議のための予

算がないのは問題ではないだろうか。 

 

⑪区は、区立保育園よりは人員配置や設備的に劣る認証保育所を待機地対策として積極的に誘致

している。認証保育所補助は２２年度予算で、３億０１０７万円である。この中で、保護者の認

証保育への誘導策ということで、保育料が区立保育所より２割安くなるよう区が補助している。 

 保護者からは認証保育所より区立保育所のほうがよいという実際の声が出ている。認証保育所

の構造的な問題点にメスを入れないと大きな問題が起こることも予想される。 

 区立保育園４園（定員３７４人）での管理運営費は、２２年度予算で１億８８５６万円である。

認証保育所補助金は７か所、定員２２８人で３億０１０７万円である。これが、区立保育園運営

にまわったら、受入数も増やせて質のよい保育が可能であろう。 

 また、緊急保育施設補助金として、新たに１億１１４３万円計上している。これは、旧今川中

学校施設を改修し、時限的（２２年度から３年）に０から２歳児の保育需要に対応するとしてい

る。認証保育所と同様の対応を行うとしている。 

 こうした一時しのぎの対応でよいのか、次世代育成の観点からすると問題ではないだろうか。 

 

⑫放課後子どもプランの実施で、昨年とほぼ同額の２億３１９０万円支出する。学童クラブや放

課後の遊び場機能を各小学校へ移すという。従来の児童館の役割を検証せずに実施することに大

きな問題があるといえる。各小学校に児童館の機能を移したときに、専門職の運営スタッフの質

と数の確保、設備の確保ができるのか大いに疑問である。非常勤職員や委託でごまかすのでは子

どもの成長や発達に責任を持つといえはない。また、「児童館そのものの運営について、抜本的

な見直し検討を進めるとしている」が、放課後こども教室や学校内学童クラブの検証もないまま、

児童館廃止ありきで進むことには利用者の不安が残る問題がある。児童館の見直しにあたっては、

これまで築きあげられてきた児童館行政の総括と新たな施策の検証が必要と考える。 
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⑬学校給食は、全面委託して２年が経つ。小学校調理委託で１億８２０４円を計上している。中

学校調理配送委託で６８２８万円計上している。委託されてからの問題点や導入当初との経費比

較、調理材料の調達がどうなっているか等の検討が必要になっている。 

 

総務費 

⑭今年も人材派遣委託として、４億６５９３万円計上している。財政難ではないにも関わらず、

正規職員を確保せずに、派遣職員でワークライフバランスの確保、休職者等の対応をするのは、

筋道が違っていると指摘せざるを得ない。また、派遣職員の低賃金に依拠していくことの問題性

を指摘したい。同一労働同一賃金を真剣に考えるべきである。派遣職員の導入は、法律上、３年

以上同じ職場・業務に派遣を受け入れた場合、人が変わっても区に雇用義務が生じる原則を踏ま

えるべきである。また、専門26業種といわれるものが期間制限はないが、専門性の疑わしいもの

には適用しないよう要求する。また、保育園、児童館については、派遣職員が頻繁に変わるなど、

運営上好ましくないとして正規にもどすよう要求している。 

 

⑮職員福利厚生費として、職員健康管理、互助会助成、職員住宅維持管理、借上げ型職員住宅で

８９５１万円計上している。区一般予算のわずか０．２％という低さである。公務員バッシング

の中で職員福利厚生費が削減されてきた結果である。そのなかでも互助会助成は２２年度予算で

１８１４万円と大きく減らされてきた。１３年度予算１億２６０５万円との比較では、１４．４％

に落ちている。 

 

⑯総務事務センター委託で４１６２万円計上されている。従来職員課が行っていた職員に関する

申請事務、非常勤職員関係事務などを委託しているのだが、職員課の職員数が不足しているのは

分かるが、職員のプライバシー問題や本来区職員がやるべき事務を委託していくことには問題が

あるといえる。 

 

（２）区民要望に応えている点について 

 こども手当・次世代育成手当、消費生活センターの運営、こども医療費助成、待機児童ゼロ対策、

学童クラブ待機児童対策、平日準夜間小児初期救急医療、後期高齢者入院時負担軽減、介護保険

施設・介護従事者支援、商工融資事業の拡充、都心型多機能介護施設の整備、アスベスト調査・

工事助成、地球温暖化対策など、区民要望に応えた点は、評価できる。 

  

（３）行財政効率化の問題点について 

①行財政効率化について、２２年度予算では１０億７５４２万円の減としている。総人件費・２

億５５８１万円の減や事務事業の見直し・５億１１０３万円などによるものである。職員数の削

減では、２２年度新規採用３４人があるため、７人となっている。しかし、保育園、児童館、学

校、本庁職場などの現場では正規職員の不足で大変な思いをしている。今、非正規雇用の増大で

格差社会がいわれているが、自治体が率先して非正規雇用を増やし、ワーキングプアをつくって

いる現状は、区民にも職員にも無責任な行政執行と言える。 
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②平成１３年４月１日の全体の職員数は１３６２人、２２年４月１日では１０６１年になる見込

みとし、３０１人純減したとしている。このひずみは、保育園や児童館など多くの職場で表れ、

仕事量などの増で、職員にメタルヘルス不全など、健康面への影響をもたらすものとなった。２

２年４月１日には３４人の採用予定だが、まだ、退職見合いの採用には至っていない。業務量に

見合った適正な職員配置が強く望まれる。 

 

（４）財政運営の状況に対する指摘 

①職員数について 

 職員数について区は、１７年度から２１年度までに２４０人削減することを目標としたが、職

場や区職労の削減反対や区民の声などで、予定通りの削減はさせなかった。 

 その結果、２２年度見込みで一般職員数は９４６人になる。これは、１３年度（石川区長１期

目の初年度）との比較で、２９８人の減である。 

  

②人件費比率について 

 ２２年度の人件費比率は、昨年度より上昇見込みで２９．２％になる。増加の理由は、退職金

の増や投資的経費の減による。 

 区は、人件費比率を２５％程度とすることを条例で定めているが、果たして２５％が妥当なの

か科学的な根拠は示されていない。２５％に制約されず、業務量と職場の状況による適正な人員

配置が求められる。 

 

③基金について 

  ２２年度末の基金総額の見込みでの合計は、６２５億３百万円となる。これは、区の年間予算

を大幅に超える額である。 

千代田区でも貧困と格差が確実に広がっている。中小企業や低所得者、高齢者対策、雇用対策、

住宅対策などに、積極的に活用すべきと考える。 

 

 以上、２０１０年度千代田区予算案についての指摘事項を述べてきた。区当局は、区議会での

議論および区職労の指摘した事項について耳を傾けることを求めるものである。特に、正規職員

を減らし、非正規を増やす人件費抑制方針の撤廃を強く求めるものである。 

        以上 


